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■事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び

当該体制の運用状況」 

■連結計算書類＜国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）＞の 

「連結持分変動計算書」 「連結注記表」 

■計算書類＜日本基準＞の「株主資本等変動計算書」 

「個別注記表」 



 
 

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

（１）業務の適正を確保するための体制についての決議の内容 

当社は、上記体制につき、会社法第 362 条および会社法施行規則第 100 条に基づき取締役会に

おいて以下の「内部統制体制構築の基本方針」を決議しております。 

内部統制体制構築の基本方針 

 
当社は、「ＪＦＥグループは、常に世界最高の技術をもって社会に貢献します。」との企業理念の実現と

持続性の高い企業体質の確立をめざして、法令および定款を遵守し企業価値の最大化を図るため、以下のと

おり内部統制体制を構築する。また、本基本方針およびそれにしたがい構築された内部統制体制については、

継続的な見直し、改善に努める。 

 

１．当社および子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制 
（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(ア) 取締役、執行役員および使用人の職務権限を組織権限・業務規程等により明確にし、それらに則っ

て職務を執行する。 
(イ) コンプライアンス委員会を設置し、倫理法令遵守に関する基本方針および重要事項の審議・決定を

行い、施策の実施状況を監督する。 
(ウ) 倫理法令遵守に関する重要な情報が現場から経営トップに直接伝わる制度（企業倫理ホットライ

ン）を整備し、適切に運用する。 
(エ) 内部監査部署が法令および定款の遵守状況について監査する。 

 
（２）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(ア) 取締役会、グループ経営戦略会議、経営会議における審議の充実を図るとともに、必要に応じ適切

な会議体において審議をつくし決定する。 
(イ) 内部監査部署が業務の有効性・効率性について監査する。 

 
（３）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

(ア) 取締役会における決議事項および報告事項に関する情報については、法令にしたがい取締役会議事

録を作成し、適切に保存・管理する。 
(イ) グループ経営戦略会議、経営会議等、経営の重要事項を審議する会議体に関する情報については、

適切に記録、保存・管理する。 
(ウ) 決裁書等、職務の執行に係る重要な文書等については、適切に作成、保存・管理する。 

 
（４）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(ア) 事業活動、倫理法令遵守、サステナビリティ、財務報告・情報開示等に関するリスク管理について

は、担当執行役員等がリスクの認識に努め、必要に応じて、ＣＥＯが議長を務めるＪＦＥグループ

ＣＳＲ会議において確認・評価し、その対処方針を審議・決定する。取締役会は、リスク管理に係

る重要事項について審議・決定し、または報告を受ける。 
(イ) 大規模地震等の災害やパンデミック等については、ＪＦＥグループＣＳＲ会議において、予め対応

プロセスを定め、発生時には損失等を最小限にとどめるため、対処方針を直ちに審議・決定する。 
(ウ) 経営の重要事項については、取締役会規則等により決定手続を定め、審議・決定する。 

 
（５）企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(ア) ＪＦＥグループに属する会社は、会社の規模、事業の性質、機関の設計、その他会社の個性および

特質を踏まえ、必要に応じ本基本方針に定める事項について体制を整備する。 
(イ) 当社は、グループ経営に関する重要事項ならびに事業会社（当社がその株式を直接保有する重要な

事業子会社）および事業会社傘下のグループ会社の重要事項（損失の危険の管理に関する事項を含

む。）について、取締役会規則等により決定手続等を定め、適切な会議体等において審議・決定し、

または報告を受ける。事業会社は、自社および傘下のグループ会社の重要事項について、取締役会

規則等により決定手続等を定め、適切な会議体等において審議・決定し、または報告を受ける。 
(ウ) 当社は、ＪＦＥグループＣＳＲ会議においてグループ共通のリスク管理に関する基本方針および重

要事項を審議・決定し、グループのリスク管理について確認・評価するとともに、施策の実施状況

を監督する。当社の取締役会は、グループのリスク管理に係る重要事項について審議・決定し、ま

たは報告を受ける。 
(エ) 当社は、ＪＦＥグループコンプライアンス委員会を設置し、グループの倫理法令遵守に関する基本

方針および重要事項の審議・決定を行い、施策の実施状況を監督するとともに、事業会社コンプラ
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イアンス委員会と連携し、倫理法令遵守の経営を推進する。 
事業会社は、コンプライアンス委員会を設置し、自社および傘下のグループ会社の倫理法令遵守に

関する基本方針および重要事項の審議・決定を行い、施策の実施状況を監督する。 
また、当社は、企業倫理ホットラインについて、ＪＦＥグループ全体の倫理法令遵守に関する重要

な情報が現場から経営トップに直接伝わる制度として整備し、適切に運用する。 
(オ) 当社の内部監査部署は、事業会社の業務の有効性・効率性ならびに法令および定款の遵守状況につ

いて、監査し、または事業会社の内部監査部署から報告を受ける。事業会社の内部監査部署は、事

業会社傘下のグループ会社の業務の有効性・効率性ならびに法令および定款の遵守状況について、

監査し、またはグループ会社の内部監査部署から報告を受ける。 
(カ) ＪＦＥグループに属する会社は、財務報告の信頼性を確保するために必要な体制、適時適切な情報

開示のために必要な体制を整備する。 
 
２．当社監査役の職務の執行のために必要な体制 
（１）監査役の職務を補助する使用人に関する事項 
   監査役の職務を補助する使用人を監査役事務局に置く。 
 
（２）監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項 
   当該使用人の人事については、監査役と協議する。 
 
（３）監査役の職務を補助する使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
   当該使用人は、監査役の指揮命令下で監査役の職務を補助する業務を行う。 
 
（４）監査役への報告に関する体制 

(ア) 監査役は、取締役会、グループ経営戦略会議、経営会議およびその他の重要な会議に出席し、報告

を受ける。 
(イ) 取締役、執行役員および使用人は、必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、

監査役に対して職務の執行状況（事業会社および事業会社傘下のグループ会社に関する重要事項を

含む。）を報告する。事業会社または事業会社傘下のグループ会社の取締役、執行役員および使用

人は、必要に応じまたは監査役会、監査役の要請に応じ、監査役会、監査役に対して職務の執行状

況を報告する。 
(ウ) 当社は、企業倫理ホットラインについて、監査役に対して直接通報または相談を行うことができる

制度として整備する。また、企業倫理ホットライン担当部署が受けた通報または相談された法令違

反行為等については、その都度監査役会、監査役に対して、内容を報告する。 
 
（５）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制 
当社は、企業倫理ホットラインについて、監査役に法令違反行為等を通報または相談した者および通

報または相談された法令違反行為等を監査役会、監査役に報告した者が不利な取扱いを受けないこと

を規程に定め適切に運用する。 
 
（６）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 
当社は、監査役の職務執行に必要な費用について請求があった場合、速やかに前払いまたは償還に応

じる。 
 
（７）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(ア) 取締役、執行役員および使用人は、監査役の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役等と

の意見交換、子会社調査、子会社監査役との連携等の監査役の活動が円滑に行われるよう、監査環

境の整備に協力する。 
(イ) 監査役は、会計監査人、内部監査部署の監査結果（事業会社または事業会社傘下のグループ会社に

関する重要事項を含む。）について適宜報告を受け、それぞれと緊密な連携を図る。 
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、業務の適正を確保するための体制につき、「内部統制体制構築の基本方針」に従い、以

下のとおり整備・運用いたしております。 
 
１．当社およびグループの取締役等の職務執行および内部監査にかかる体制 

(１) グループ経営に関する重要事項ならびに当社、事業会社および事業会社傘下のグループ会社の重要事

項について、取締役会規則・グループ経営戦略会議規程・経営会議規程において決定手続を明確に定

め、同手続に従いそれぞれの会議体で十分な審議を経た上で決定・報告を行っております。 
 

(２) 取締役・執行役員・使用人の職務権限について、社内規程において明確に定め、同規程を遵守してお

ります。 
 

(３) 内部監査部署において業務の有効性・効率性、法令・定款の遵守状況について適切に監査を実施す

るとともに、事業会社の内部監査部署が実施した内部監査結果について定期的に報告を受け確認し

ております。 
 
２．当社およびグループのリスク管理・コンプライアンスにかかる体制 

(１) コンプライアンス、環境、人事労働、安全防災など多岐にわたる範囲を対象としてグループのＣＳ

Ｒやサステナビリティ課題を含むリスク管理に関する取り組みについての方針審議・監督・情報共有

等を行うことを目的に、ＪＦＥグループＣＳＲ会議を設置しております。そして、同会議内で運営さ

れる各委員会において、個別の具体的なテーマを取り上げております。当期中の実施状況は以下のと

おりです。また、取締役会は、重要事項につき報告を受けております。 
① グループコンプライアンス委員会を当期中５回開催し、腐敗（贈賄）防止の取り組みおよびグルー

プ会社のコンプライアンスの取り組みをテーマとして、当社および事業会社における課題の共有

や取り組み状況についての確認を行うとともに、企業倫理ホットラインの運用状況、および公益

通報者保護法対応方針を報告しました。 

② グループ環境委員会を当期中３回開催し、ＪＦＥグループ 2021 年度統合報告書およびＣＳＲ報告

書の制作方針・内容の審議・決定やＥＳＧ課題への取り組みおよび環境関連の諸課題に対する事

業会社の取り組み状況についての確認を行いました。 
③ グループ内部統制委員会を当期中１回開催し、当社およびグループにおける財務報告に係る内部

統制の有効性に関する評価について確認を行いました。 
④ 開示検討委員会を当期中７回開催し、法定開示書類の公表にあたり記載内容の適法性・適正性に

ついて必要な確認を行いました。 
⑤ グループ情報セキュリティ委員会を当期中４回開催し、グループの情報セキュリティに関する重

要議題の決定・報告や、共通施策の立案等を行いました。なお、同委員会の内容含め、グループ全

体の情報セキュリティ関連施策の立案・実施推進等を担う「JFE-SIRT」の活動状況はグループＣ

ＳＲ会議に適宜報告を行っております。 
⑥ 新たに設置した企業価値向上委員会を当期中１回開催し、ガバナンス向上の観点から、機関投資

家との対話状況等の確認を行いました。 
上記のほか、グループ内における労働災害発生状況および２０２２年安全活動方針、労働時間管理の状

況、個人情報保護方針の変更の報告を行いました。 
 

(２) 当社およびグループの役員、従業員等（退職者や取引先従業員等も含む）が利用できる内部通報制度

として外部の弁護士にも通報可能な「企業倫理ホットライン」を整備し、通報・相談者の不利益取扱

い禁止の徹底を含め、適切に運用しております。これらの通報・相談は、定期的に常勤監査役へ報告

するとともに、グループコンプライアンス委員会および取締役会において運用状況の確認を行ってお

ります。 
(３) 新型コロナウイルス感染症については、取締役会にて確認した対応方針に沿い、当社および各事業

会社が取り組みを継続しています。 
 
３．情報の保存・管理にかかる体制 

(１) 取締役会、グループ経営戦略会議および経営会議での審議資料・議事録について、関係する法令およ

び社内規程に基づき、適切に作成・保存・管理を行っております。 
 

(２) 社内において作成された決裁書等、職務執行に係る重要な文書について、社内規程に基づき、適切

に作成・保存・管理を行っております。 
 
 

─ 3 ─



 
 

４．監査役に関する体制 
(１) 監査役の指揮命令下において監査役の職務を補助する使用人を置き、当該使用人について取締役か

らの独立性を確保しております。 
 

(２) 監査役監査の実効性を確保するため、取締役会への出席のほか、常勤監査役についてはグループ経

営戦略会議・経営会議・ＪＦＥグループＣＳＲ会議等に出席し、執行状況が確認できる体制としてお

ります。また、常勤監査役に対し、各部門の業務の執行状況について定期的に報告を行っておりま

す。 
 
(３) 監査役の職務執行にかかる費用について、予算措置を講じ必要な費用を確保しております。 

 
(４) 監査役は、内部監査部署から監査結果について定期的に報告を受けるとともに、会計監査人との間

でも定期的かつ必要時に報告聴取・意見交換等を行うなど、内部監査部署・会計監査人それぞれと

緊密な連携を図っております。 
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連 結 持 分 変 動 計 算 書 
 

（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 
 

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 
（単位：百万円） 

 

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

その他の資本の構成要素 

確定給付制度 
の再測定 

その他の包括 
利益を通じて 
公正価値で測 
定するものと 
して指定した 
資本性金融商 
品の公正価値 
の 純 変 動 額 

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 147,143 652,465 1,029,976 △180,639 － 61,620 

当 期 利 益 － － 288,058 － － － 

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － － 9,015 2,120 

当 期 包 括 利 益 － － 288,058 － 9,015 2,120 

自 己 株 式 の 取 得 － － － △68 － － 

自 己 株 式 の 処 分 － 47 － 77 － － 

配 当 金 － － △40,355 － － － 

株 式 報 酬 取 引 － 123 － 50 － － 

連 結 範 囲 の 変 動 － － － － － － 

支配継続子会社に対する 
持 分 変 動 

－ △403 － － － － 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

－ － 17,195 － △9,015 △8,180 

非 金 融 資 産 へ の 振 替 － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － 

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 － △232 △23,159 58 △9,015 △8,180 

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 147,143 652,233 1,294,875 △180,580 － 55,560 
 

 

 

親会社の所有者に帰属する持分 

非 支 配 持 分 資本合計 
その他の資本の構成要素 

合計 在外営業活動 
体 の 外 貨 
換 算 差 額 

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの有効部分

合計 

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 △32,256 914 30,278 1,679,223 80,930 1,760,154 

当 期 利 益 － － － 288,058 1,734 289,793 

そ の 他 の 包 括 利 益 48,343 4,780 64,260 64,260 1,195 65,455 

当 期 包 括 利 益 48,343 4,780 64,260 352,318 2,930 355,249 

自 己 株 式 の 取 得 － － － △68 － △68 

自 己 株 式 の 処 分 － － － 125 － 125 

配 当 金 － － － △40,355 △1,237 △41,592 

株 式 報 酬 取 引 － － － 173 － 173 

連 結 範 囲 の 変 動 － － － － 232 232 

支配継続子会社に対する 
持 分 変 動 

－ － － △403 324 △79 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

－ － △17,195 － － － 

非 金 融 資 産 へ の 振 替 － △2,745 △2,745 △2,745 － △2,745 

そ の 他 － － － － △709 △709 

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 － △2,745 △19,941 △43,274 △1,389 △44,664 

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 16,086 2,949 74,596 1,988,268 82,470 2,070,739 

（注） 金額表示については百万円未満の端数を切り捨てております。 
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連 結 注 記 表 
 

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕  

１．連結計算書類の作成基準 

 当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際財務報告基準（以下、

「ＩＦＲＳ」）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、ＩＦ

ＲＳで求められる開示項目の一部を省略しております。 

 

２．連結の範囲および持分法の適用に関する事項 

 連結子会社は330社、持分法適用会社等（関連会社、共同支配事業および共同支配企業）は79社で

あります。 

 主要な連結子会社および持分法適用会社等の名称は、事業報告の「重要な子会社等の状況」に記載

しているため、省略しております。 

 

３．会計方針に関する事項 

(1) 金融資産 

①当初認識および測定 

金融資産は、その当初認識時に償却原価で測定する金融資産または公正価値で測定する金融資

産に分類しております。当社およびその子会社（以下、当社グループ）では、金融資産に関する

契約の当事者となった取引日に当該金融資産を認識しております。 

以下の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類しております。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデル

の中で資産が保有されている 

・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ

ュ・フローが特定の日に生じる 

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しており

ます。 

公正価値で測定する資本性金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定しなければな

らない売買目的で保有される資本性金融資産を除き、個々の金融資産ごとに、純損益を通じて公

正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを当初認識時に指定し、

当該指定を継続的に適用しております。 

金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産を除き、当初認識時に公正価値にそ

の取得に直接起因する取引費用を加算して測定しております。純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産は、当初認識時に公正価値測定し、その取引に直接起因する取引費用は純損益として

認識しております。 

 

②事後測定 

a.償却原価で測定する金融資産 

 当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。 

b.純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 

 当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動を純損益として認識しております。 

c.その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産 

 当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動をその他の包括利益として認識しており

ます。 

 その他の包括利益として認識した金額は、認識を中止した場合または公正価値が著しく下落

した場合（回復する見込があると認められる場合は除く）にその累計額を利益剰余金に振り替

えており、純損益には振り替えておりません。なお、当該金融資産からの配当金については純

損益として認識しております。 

 

③認識の中止 

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、また

は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係る
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リスクと経済価値のほとんどすべてが移転している場合において、認識を中止しております。 

 

④減損 

償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識してお

ります。 

貸倒引当金は、契約に基づいて当社グループが受け取るべき契約上のキャッシュ・フローと当

社グループが受け取ると見込んでいるキャッシュ・フローとの差額の現在価値であります。 

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加し

ているかを判断しており、信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、期末日

後12ヶ月以内に生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（12ヶ月の予想信用損失）によ

り貸倒引当金の額を測定しております。一方、金融資産にかかる信用リスクが期末日時点にて当

初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産の予想存続期間にわたるすべての生じ

得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（全期間の予想信用損失）により貸倒引当金の額を

測定しております。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権、契約資産およびリース債

権については、上記に関わらず、常に全期間の予想信用損失により貸倒引当金の額を測定してお

ります。 

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益として認識しております。貸倒引当金を減額す

る事象が発生した場合は、貸倒引当金の戻入額を純損益として認識しております。 

金融資産に係る貸倒引当金は、以下のものを反映する方法で見積っております。 

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額 

・貨幣の時間価値 

・報告日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状況、な

らびに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報 

 

(2) デリバティブおよびヘッジ会計 

当社グループでは、為替変動リスク、金利変動リスク等をヘッジするために、先物為替予約取引、

金利スワップ取引等のデリバティブ取引を行っております。 

当社グループでは、ヘッジの開始時においてヘッジ関係ならびにヘッジの実施についてのリスク

管理目的および戦略の公式な指定、文書化を行っております。当該文書にはヘッジ手段の特定、ヘ

ッジの対象となる項目または取引、ヘッジされるリスクの性質およびヘッジされたリスクに起因す

るヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに

際してのヘッジ手段の有効性の評価方法が含まれております。また、当社グループでは、ヘッジ関

係の開始時および継続的に、ヘッジ関係がヘッジ有効性の要求を満たしているかどうかを評価して

おります。 

デリバティブは公正価値で当初認識しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その

事後的な変動は次のとおり処理しております。 

①公正価値ヘッジ 

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動は、純損益またはその他の包括利益に認識し

ております。また、ヘッジされたリスクに対応するヘッジ対象の公正価値の変動については、ヘ

ッジ対象の帳簿価額を修正して、純損益またはその他の包括利益として認識しております。 

 

②キャッシュ・フロー・ヘッジ 

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動のうち、有効なヘッジと判定される部分は、

その他の包括利益として認識し、累計額は、その他の資本の構成要素に含めております。また、

ヘッジ効果が有効でない部分は、純損益として認識しております。その他の資本の構成要素に累

積された金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える会計期間においてその他の資本

の構成要素から純損益に振り替えております。ただし、予定取引のヘッジがその後において非金

融資産または非金融負債の認識を生じさせるものである場合には、その他の資本の構成要素に累

積された金額は、当該非金融資産または非金融負債の当初の帳簿価額の修正として処理しており

ます。 

ヘッジ手段が失効、売却、終結または行使された場合、またはデリバティブがヘッジ会計の要

件を満たさなくなった場合には、ヘッジ会計を将来に向けて中止しております。予定取引の発生
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がもはや見込まれない場合には、その他の資本の構成要素に累積された金額は、即時にその他の

資本の構成要素から純損益に振り替えております。 

 

③ヘッジ指定されていないデリバティブ 

デリバティブの公正価値の変動は、純損益として認識しております。 

 

(3) 外貨換算 

①外貨建取引の換算 

外貨建取引は、取引日における為替レートまたはそれに近似するレートを用いて各社の機能通

貨に換算しております。報告期間の期末日における外貨建貨幣性項目は、報告期間の期末日の為

替レートにて機能通貨に換算しており、公正価値で測定される外貨建非貨幣性項目は、当該公正

価値の算定日における為替レートにて機能通貨に換算しております。この結果生じる為替換算差

額は、純損益として認識しております。ただし、非貨幣性項目の評価差額をその他の包括利益と

して認識する場合は、当該為替部分はその他の包括利益として認識しております。 

 

②在外営業活動体の換算 

在外営業活動体の資産および負債は、報告期間の期末日の為替レートで換算しております。ま

た、在外営業活動体の収益および費用は、為替レートが著しく変動している場合を除き、報告期

間の期中平均為替レートで換算しております。換算により生じる為替換算差額はその他の包括利

益として認識し、累計額はその他の資本の構成要素に含めております。 

在外営業活動体を処分する場合、当該在外営業活動体に関連する為替換算差額の累計額は、処

分時に純損益として認識しております。 

 

(4) 棚卸資産 

棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額により測定しており、原価は、原材

料費、直接労務費、その他の直接費および関連する製造間接費の適切な配賦額から構成されており

ます。正味実現可能価額は、予想売価から、販売に要する見積費用を控除して算定しております。

原価は、主として総平均法に基づき算定しております。 

 

(5）有形固定資産 

当社グループは、有形固定資産の認識後の測定において原価モデルを採用し、取得価額から減価

償却累計額および減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 

土地および建設仮勘定以外の有形固定資産については、主として定額法で減価償却を行っており

ます。 

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりであります。 

 ・建物及び構築物      ２－75年 

 ・機械装置及び運搬具   ２－27年 

有形固定資産の見積耐用年数、減価償却方法および残存価額は、各連結会計年度末において見直

しを行っております。 

 

(6）のれんおよび無形資産 

①のれん 

のれんは償却は行わず、毎期または減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実

施しております。のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っ

ておりません。 

また、のれんは取得価額から減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示しております。 

 

②無形資産 

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合で取得した

無形資産は、取得日現在における公正価値で測定しております。 

当社グループは、無形資産の認識後の測定において原価モデルを採用し、取得価額から償却累

計額および減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 
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耐用年数を確定できる無形資産は、見積耐用年数にわたって定額法で償却しております。無形

資産は、主に自社利用目的のソフトウェアであり、見積耐用年数は２年から10年としております。 

 

(7）リース 

当社グループは、契約の開始時に、当該契約がリースまたはリースを含んだものであるのかどう

かを判定しております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交

換に移転する場合には、当該契約はリースであるかまたはリースを含んでおります。 

 

①借手としてのリース 

リースの開始日において、使用権資産およびリース負債を認識しております。使用権資産は開

始日においてリース負債の当初測定額に当初直接コスト等を調整し、リース契約に基づき要求さ

れる原状回復義務等のコストを加えた額で当初の測定を行っております。開始日後においては、

原価モデルを適用して、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除して測定して

おります。使用権資産は、当社グループがリース期間の終了時にリース資産の所有権を取得する

ことが合理的に確実である場合を除き、開始日から耐用年数またはリース期間の終了時のいずれ

か早い時まで、定額法により減価償却しております。リース期間については、リースの解約不能

期間に加えて、行使することが合理的に確実である場合におけるリースの延長オプションの対象

期間と、行使しないことが合理的に確実である場合におけるリースの解約オプションの対象期間

を含む期間として決定しております。 

リース負債は、開始日において同日現在で支払われていないリース料を借手の追加借入利子率

で割り引いた現在価値で測定しております。開始日後においては、リース負債に係る金利や、支

払われたリース料を反映するようにリース負債の帳簿価額を増減しております。リースの条件変

更が行われた場合には、リース負債を再測定しております。また、リースの条件変更のうち独立

したリースとして会計処理されず、かつリースの範囲を減少させるものについては、使用権資産

の帳簿価額をリースの部分的または全面的な解約を反映するように減額し、リースの部分的また

は全面的な解約に係る利得または損失を純損益に認識しております。それ以外のリースの条件変

更については、使用権資産に対して対応する修正を行っております。 

ただし、短期リースおよび少額資産のリースについては、認識の免除を適用し、使用権資産お

よびリース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたり定額法により費用認識しております。 

 

②貸手としてのリース 

契約の形式ではなく取引の実質に応じてファイナンス・リースまたはオペレーティング・リー

スに分類しております。ファイナンス・リースに基づいて保有している資産は、正味リース投資

未回収額に等しい金額で債権として表示しております。 

サブリースを分類する際は、中間の貸手は、ヘッドリースから生じる使用権資産を参照して分

類しております。 

オペレーティング・リースにおいては、対象となる資産を連結財政状態計算書に計上しており、

受取リース料はリース期間にわたり定額法により収益として認識しております。 

 

(8）投資不動産 

投資不動産は、賃貸収益もしくはキャピタル・ゲインまたはその両方を目的として保有する不動

産であります。 

当社グループは、投資不動産の認識後の測定において原価モデルを採用し、取得価額から減価償

却累計額および減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 

土地以外の投資不動産は見積耐用年数にわたって主として定額法で減価償却を行っております。

主要な投資不動産の見積耐用年数は26年であります。 

投資不動産の見積耐用年数、減価償却方法および残存価額は、各連結会計年度末において見直し

を行っております。 

 

(9）非金融資産の減損 

有形固定資産および無形資産等について、各報告期間の期末日現在で減損している可能性を示す

兆候がある場合、資金生成単位で回収可能価額を処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか
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高い金額で評価し、資産の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合、回収可能価額まで減損しており

ます。 

のれんおよび耐用年数の確定できない無形資産については毎期、さらに減損の兆候がある場合に

は都度、減損テストを実施しております。 

過年度にのれん以外の資産について認識した減損損失については、報告期間の期末日において、

認識した減損損失がもはや存在しない、または減少している可能性を示す兆候があるか否かを判定

しております。このような兆候が存在する場合には、回収可能価額の見積りを行い、当該回収可能

価額が資産またはその資産の属する資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、減損損失を認識し

なかった場合の減価償却控除後の帳簿価額を上限として、帳簿価額を回収可能価額まで増額し、減

損損失の戻入れを認識しております。のれんについて認識した減損損失は、以後の期間において戻

入れておりません。 

 

(10）退職後給付 

①確定給付制度 

確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職給付制度であります。確定給付制度債務は、制度ご

とに区別して、従業員が過年度および当年度において提供したサービスの対価として獲得した将

来給付額を見積り、当該金額を現在価値に割引くことによって算定しております。制度資産の公

正価値は当該算定結果から差し引いております。割引率は、当社グループの確定給付制度債務と

概ね同じ満期日を有するもので、かつ、支払見込給付と同じ通貨建の優良社債の市場利回りを参

照して決定しております。 

退職給付制度が改訂された場合、従業員による過去の勤務に関連する給付金の変動部分は、当

該費用を即時に純損益として認識しております。 

当社グループは、確定給付負債（資産）の純額の再測定による増減をその他の包括利益で認識

し、直ちに利益剰余金に振り替えております。 

 

②確定拠出制度 

確定拠出制度に係る費用は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識しております。 

 

(11）引当金 

引当金は、過去の事象の結果として現在の債務（法的債務または推定的債務）を有しており、当

該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額に

ついて信頼性のある見積りが可能である場合に認識しております。 

貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合、当該負債に特有のリスクを反映させた割引率を用

いて割引いた金額で引当金を計上しております。 

 

(12）収益 

当社グループは、ＩＦＲＳ第９号「金融商品」に基づく利息および配当収益等を除き、以下の５

ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると見

込む対価を反映した金額で収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）収益を認識する 

 

鉄鋼事業における鉄鋼製品等の販売については、主として製品を出荷した時点で、顧客に製品の

所有に伴う重大なリスクおよび経済価値が移転し、支払を受ける権利が確定するため、その時点で

収益を認識しております。取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領してお

り、重大な金融要素は含んでおりません。 

エンジニアリング事業における工事契約等については、主として、履行義務の充足に係る進捗度

を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。取引の対価は、主と

して、履行義務の充足とは別に契約期間中に段階的に受領するとともに、残額については履行義務
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をすべて充足したのち一定期間経過後に受領しております。一部の取引の対価については、重大な

金融要素を含んでおります。一定の期間にわたり充足する履行義務については、収益を認識するた

めに、原価に基づくインプット法を使用しております。原価に基づくインプット法は、財またはサ

ービスに対する支配を顧客に移転する際の当社グループの履行を描写しないインプットの影響を除

外しており、コストが進捗度に比例して発生しない状況では、発生したコストに限定して収益を認

識するようにインプット法を調整することで、当社グループの履行を忠実に描写しております。 

商社事業における鉄鋼製品等の販売については、主として製品を顧客に引き渡した時点で、顧客

に製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスクおよび経済価値が移転し、支払

を受ける権利が確定するため、その時点で収益を認識しております。なお、商社事業における一部

の取引については、代理人業務を担う義務を負っております。取引の対価は、履行義務を充足して

から主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

当社グループが当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を

表示しており、当社グループが第三者のために代理人として取引を行っている場合には、顧客から

受け取る対価の総額から第三者のために回収した金額を差し引いた手数料の額で収益を表示してお

ります。 

 

(13）事業利益 

事業利益は税引前利益から金融損益および金額に重要性のある一過性の項目を除いた利益であり、

当社連結業績の代表的指標であります。 

 

(14）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

・連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

〔会計上の見積りに関する注記〕 

 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連

結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

 

１．棚卸資産の評価 

 棚卸資産は、取得原価で測定しておりますが、連結会計年度末における正味実現可能価額が取得原

価より下落している場合には、当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を原則として売上

原価に認識しております。また、営業循環過程から外れて滞留する棚卸資産については、将来の需要

や市場動向を反映して正味実現可能価額等を算定しております。市場環境が予測より悪化して正味実

現可能価額が著しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。 

 なお、当連結会計年度にて計上した棚卸資産の金額は、連結財政状態計算書に記載のとおりであり

ます。 

 

２．非金融資産の減損 

 当社グループは、有形固定資産、のれんおよび無形資産について、注記「３.会計方針に関する事

項」に従って、減損テストを実施しております。減損テストにおける回収可能価額の算定において、

将来のキャッシュ・フロー、割引率等について仮定を設定しております。これらの仮定については、

経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果に

よって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、連結計算書類に重要な影響を与える

可能性があります。 

 なお、当連結会計年度にて計上した有形固定資産、のれんおよび無形資産の金額は、連結財政状態

計算書に記載のとおりであります。 

 

３．繰延税金資産の回収可能性 

 繰延税金資産は、将来減算一時差異等を使用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識し

ております。課税所得が生じる可能性の判断においては、事業計画に基づき課税所得の発生時期およ

び金額を見積っております。このような見積りは、経営者による最善の見積りにより行っております

が、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。 
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 なお、当連結会計年度にて計上した繰延税金資産の金額は、連結財政状態計算書に記載のとおりで

あります。 

 

４．引当金の会計処理と評価 

 引当金は、将来において債務の決済に要すると見込まれる支出の連結会計年度末日における最善の

見積りに基づいて測定しております。将来において債務の決済に要すると見込まれる支出額は、将来

の起こりうる結果を総合的に勘案して算定しております。これら引当金の測定において使用される仮

定は、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって影響を受ける可能性があり、将来にわたり、

引当金の測定額に重要な修正を生じさせるリスクを有しております。 

 なお、当連結会計年度にて計上した引当金の金額は、連結財政状態計算書に記載のとおりでありま

す。 

 

５．確定給付制度債務の測定 

 確定給付企業年金制度については、確定給付制度債務と制度資産の公正価値の純額を負債または資

産として認識しております。確定給付制度債務は、数理計算上の仮定に基づいて算定しており、数理

計算上の仮定には、割引率、退職率、死亡率、昇給率等の見積りが含まれております。これらの仮定

は、金利変動の市場動向等、入手可能なあらゆる情報を総合的に判断して決定しております。これら

数理計算上の仮定は将来の不確実な経済環境あるいは社会情勢の変動等によって影響を受ける可能性

があり、将来にわたり、確定給付制度債務の測定額に重要な修正を生じさせるリスクを有しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度にて計上した金額は、連結財政状態計算書の退職給付に係る資産、退職給付

に係る負債に記載のとおりであります。 

 

６．金融商品に関する事項 

 当社グループは、特定の金融商品の公正価値を評価する際に、重要な観察可能でないインプットを

使用して測定しております。観察可能でないインプットは、将来の不確実な経済条件の変動等の結果

によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、連結計算書類に重要な影響を与え

る可能性があります。 

 なお、当連結会計年度にて計上した重要な観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値

の金額は、注記「金融商品に関する注記」に記載のとおりであります。 

 

７．偶発事象 

 偶発事象は、連結会計年度末日における全ての利用可能な証拠を勘案し、その発生可能性および金

額的影響を考慮した上で、将来の事業に重要な影響を及ぼしうる項目を考慮しております。 

 なお、偶発債務については、注記「連結財政状態計算書に関する注記」に記載のとおりであります。  
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〔連結財政状態計算書に関する注記〕 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

現金及び現金同等物 892百万円

営業債権及びその他の債権 11,860百万円

有形固定資産 9,703百万円

使用権資産 110百万円

持分法で会計処理されている投資 3,246百万円

その他の金融資産（非流動） 803百万円

   （注）有形固定資産のうち、工場財団抵当等に供しているもの 

 8,252百万円

    この他、連結子会社株式（連結子会社の計算書類上の帳簿価額649百万円）について 

  担保に供しております。 
 

(2) 担保に係る債務 

営業債務及びその他の債務 430百万円

社債、借入金及びリース負債（流動） 1,007百万円

社債、借入金及びリース負債（非流動） 11,302百万円

（注）上記のうち、工場財団抵当等によるもの 

   社債、借入金及びリース負債（流動） 559百万円

   社債、借入金及びリース負債（非流動） 4,455百万円
 

２．資産から直接控除した貸倒引当金 

営業債権及びその他の債権 2,333百万円

その他の金融資産（非流動） 303百万円
 

３．有形固定資産、使用権資産および投資不動産の減価償却累計額 

有形固定資産および使用権資産の減価償却累計額 7,258,898百万円

投資不動産の減価償却累計額 51,354百万円

 

４．偶発債務 

 子会社以外の会社の金融機関からの借入金等について行っている保証は、以下のとおりでありま

す。 

 共同支配企業 22,725百万円 

 関連会社 464百万円 

 その他 8,205百万円 

 計 31,395百万円 

 

 上記の他、関連会社に関し将来発生の可能性がある債務について保証を行っております。 

当連結会計年度における保証限度額 10,130百万円
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〔連結持分変動計算書に関する注記〕 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数 

普通株式 614,438,399株

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基 準 日 効力発生日 

2021年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 5,765 10 2021年３月31日 2021年６月28日 

 
(注) 

 
普通株式の配当金5,765百万円には、株式給付信託に係る信託口が保有する当社株式に係る配当金５百万円が
含まれております。 

 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基 準 日 効力発生日 

2021年11月５日 
取締役会 

普通株式 34,590 60 2021年９月30日 2021年12月３日 

 
(注) 
 

普通株式の配当金34,590百万円には、株式給付信託に係る信託口が保有する当社株式に係る配当金32百万円が
含まれております。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

付  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 

基 準 日 効力発生日 

2022年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 46,118 利益剰余金 80 2022年３月31日 2022年６月27日 

 
(注) 

 
普通株式の配当金46,118百万円には、株式給付信託に係る信託口が保有する当社株式に係る配当金43百万円が
含まれております。 

 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金調達については、資金の安定性とコストを勘案しながら、銀行借入やコマ

ーシャル・ペーパーおよび社債発行等を中心に必要な資金を調達しており、一時的に余剰資金が生

じた場合は、短期的な運用等に限定しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するた

めに利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスク

に関しては、当社グループの各社は取引先の財務状況を定期的に把握する等の管理を行っておりま

す。また、一部の債権は期日前に売却しております。 

 営業債務である支払手形および買掛金は、概ね１年以内の支払期日のものであります。 

 外貨建て営業債権、営業債務は為替の変動リスクに晒されております。外貨建て取引による外貨

の受け取り（製品輸出等）と外貨の支払い（原材料輸入等）で相殺されない部分については、為替

予約等を利用したヘッジ取引を適宜実施しております。 

 資本性金融商品は、市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建ての資本性金融商

品については、為替の変動リスクに晒されております。資本性金融商品は、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、定期的に公正価値を把握しております。 

 借入金および社債は、流動性リスクを考慮し、返済期日を集中させないように管理しております。

変動金利の借入金および社債は、金利の変動リスクに晒されております。なお、一部の借入金およ

び社債について金利の変動への対応および金利の低減を目的として、金利スワップ等を利用したヘ

ッジ取引を行っております。 

 当社グループの利用するデリバティブ取引は、将来の為替、金利等の市場価格変動のリスクを有

しておりますが、輸出入取引、借入金・社債等の実需に伴う取引に対応させてデリバティブ取引を

行っていることから、これらのリスクは機会利益の逸失の範囲内に限定されております。当社グル

ープは、デリバティブ取引の取引先を、信用力の高い金融機関等に限定していることから、取引相
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手先の倒産等により契約不履行に陥る信用リスクはほとんどないものと判断しております。また、

当社はデリバティブ取引に係る社内規程を定め、これに基づき取引を実施しております。取引の実

行にあたっては、上記方針に則り、財務担当執行役員の決裁により取引を実行しております。取引

残高や公正価値、評価損益については、経営会議において定期的に報告することとしております。

また、連結子会社においても、デリバティブ取引の実施にあたっては、社内規程に則り執行管理を

行っております。 

 

(3) 金融商品の公正価値に関する事項についての補足説明 

 金融商品の公正価値には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の公正価値等に関する事項 

(1) 金融商品の帳簿価額および公正価値  

 2022年３月31日における連結財政状態計算書計上額および公正価値は、次のとおりであります。 

  （単位：百万円） 

 
連結財政状態 
計算書計上額 

公正価値 

１年内償還予定の社債 19,990 19,999 

社債 274,197 274,681 

長期借入金 1,133,287 1,133,063 

 

 １年内償還予定の社債、社債および長期借入金以外の償却原価で測定する金融資産および金融負

債の公正価値は帳簿価額と近似しているため含めておりません。 

 経常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値と帳簿価額が一致することから含め

ておりません。 

 長期借入金の公正価値については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値によって算定しております。 

 １年内償還予定の社債および社債の公正価値については、市場価格によっております。 

 １年内償還予定の社債、社債および長期借入金の公正価値ヒエラルキーはレベル２に分類してお

ります。 

 

(2) 金融商品の公正価値ヒエラルキー 

当初認識後に経常的に公正価値で測定する金融商品は、測定に使用したインプットの観察可能性

および重要性に応じて、公正価値ヒエラルキーを以下の３つのレベルに分類しております。 

 

レベル１： 同一の資産または負債の活発な市場における市場価格により測定した公正価値 

レベル２： レベル１以外の直接または間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正

価値 

レベル３： 重要な観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値 

 

公正価値の測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値の測定の全体におい

て重要な最も低いレベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しております。 

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、期末日ごとに判断しております。 

なお、当連結会計年度において、レベル１とレベル２の間における振替はありません。 
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(単位：百万円) 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金融資産     

損益を通じて公正価値で測
定する金融資産 

    

デリバティブ資産 － 34,229 － 34,229 

その他 － 3,853 － 3,853 

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産 

    

株式 69,332 － 70,357 139,689 

出資金 － － 6,697 6,697 

合計 69,332 38,083 77,055 184,470 

金融負債     

損益を通じて公正価値で測
定する金融負債 

    

デリバティブ負債 － 3,915 － 3,915 

合計 － 3,915 － 3,915 

 

・株式および出資金 

上場株式は、公正価値は市場価格に基づいて算定しているため、レベル１に分類しております。 

非上場株式および出資金は、類似業種比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定して

おり、１つ以上の重要なインプットが観察可能な市場データに基づかないことからレベル３に分

類しております。なお、重要な観察不能なインプットは、主として非流動性ディスカウントであ

り、公正価値は、非流動性ディスカウントが上昇した場合、減少することとなります。使用した

非流動性ディスカウントは30％であります。 

 

・デリバティブ資産およびデリバティブ負債 

為替予約、金利スワップ等の公正価値は、取引先金融機関等から提示された価格に基づいて算

定しているため、レベル２に分類しております。 

 

レベル３に分類した金融商品については、当社グループで定めた公正価値測定の評価方針および

手続に従い、当該株式等を直接保有するグループ各社において算定しております。また、公正価値

の測定結果については適切な責任者が承認しております。 

 

当連結会計年度におけるレベル３に分類された経常的に公正価値で測定する金融商品の増減は、

以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

期首残高 69,220 

その他の包括利益 6,985 

取得 1,087 

売却 △116 

その他 △122 

期末残高 77,055 
  

─ 16 ─



〔投資不動産に関する注記〕 

１．投資不動産の状況に関する事項 

 当社グループでは、千葉県およびその他の地域において、賃貸倉庫等を所有しております。 
 

２．投資不動産の公正価値に関する事項 

 2022年３月31日における連結財政状態計算書計上額および公正価値は、次のとおりであります。 

  （単位：百万円） 

 
連結財政状態 
計算書計上額 

公正価値 

投資不動産 57,660 136,369 

（注）１ 連結財政状態計算書計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除し

た金額であります。 

２ 公正価値は、主として独立した不動産鑑定士による不動産鑑定評価等に基づいております。 
 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１．１株当たり親会社所有者帰属持分 3,452円82銭

 

２．基本的１株当たり当期利益 500円28銭
 

（注）株式給付信託に係る信託口が保有する当社株式は、１株当たり親会社所有者帰属持分および基
本的１株当たり当期利益の算定上、期末発行済株式数および加重平均株式数の計算において控
除する自己株式に含めております。当連結会計年度における１株当たり親会社所有者帰属持分
の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は542千株であり、当連結会計年度における基
本的１株当たり当期利益の算定上、控除した当該自己株式の加重平均株式数は、548千株であ
ります。 

 

 

〔収益認識に関する注記〕 

１．収益の分解 

(1)売上収益の分解 
(単位：百万円) 

 鉄鋼事業 エンジニアリング
事業 商社事業 セグメント間 

売上収益の消去 合計 

地域別      

日本 1,946,166 444,463 639,658 △295,691 2,734,597 

その他 1,227,308 63,751 592,105 △252,617 1,630,548 

合計 3,173,475 508,215 1,231,763 △548,309 4,365,145 

財またはサービスの 
移転時期 

     

一時点 2,972,437 4,846 1,231,734 △527,886 3,681,132 

一定の期間 201,038 503,368 29 △20,422 684,013 

合計 3,173,475 508,215 1,231,763 △548,309 4,365,145 

 

(2)契約残高 
(単位：百万円) 

 期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 716,893 742,836 

契約資産 101,282 123,888 

契約負債 43,038 32,580 
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期首における契約資産のうち債権に認識された金額は、70,394百万円であります。 

期首における契約負債のうち売上収益に認識した金額は、36,465百万円であります。 

  

(3)残存履行義務 
(単位：百万円) 

 期末残高 

期末日において未充足または部分的に未充足の 
履行義務に配分した取引価格 1,059,781 

収益認識が見込まれる時期  

１年以内 390,451 

１年超 669,329 
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株主資本等変動計算書
 

（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 
 

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 
         （単位：百万円） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

資本準備金 
その他資本 
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益 
剰余金 

繰越利益 
 剰余金 

当期首残高 147,143 772,574 － 772,574 189,163 △85,130 1,023,750 △293 △293 1,023,456 

当期変動額           

 剰余金の配当     △40,355  △40,355   △40,355 

 当期純利益         49,438   49,438     49,438 

 自己株式の取得           △65 △65     △65 

 自己株式の処分         △2 6 4     4 

 株式報酬取引           50 50     50 

 株主資本以外の項目 
 の当期変動額(純額) 

              190 190 190 

当期変動額合計 － － － － 9,080 △8 9,071 190 190 9,261 

当期末残高 147,143 772,574 － 772,574 198,243 △85,139 1,032,821 △103 △103 1,032,718 

（注） 金額表示については百万円未満の端数を切り捨てております。 
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 関係会社株式は移動平均法による原価法によっております。 

(2) 有形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。 

(3) 取締役・執行役員株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づき、 

    取締役（社外取締役を除く。）および執行役員（所得税法上の国内非居住者を除く。）に 

    割り当てられたポイントに応じた給付見込み額を計上しております。 

(4) 執行役員退職慰労引当金は、執行役員退職金の支給に備えるため、 

    執行役員の退職金規程に基づく当期末要支給額を計上しております。 

(5) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）第３項に記載され 

  ている項目を除き、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収益 

  を認識しております。  

    ステップ１：顧客との契約を識別する 

    ステップ２：契約における履行義務を識別する 

   ステップ３：取引価格を算定する 

   ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する 

   ステップ５：履行義務を充足した時に（または充足するにつれて）収益を認識する 

  当社は、グループ経営運営業務として、当社グループの戦略機能、そのガバナンスおよび 

  アカウンタビリティを担うスリムなグループ本社としての業務、ならびにグループ全体の 

  効率性の観点にもとづく業務を行っており、鉄鋼事業・エンジニアリング事業・商社事業 

  を行う子会社の経営管理等の履行義務を負っております。当該履行義務は時の経過につれ 

  て充足されるため、契約期間に対応して収益を計上しております。 

(6) 連結納税制度を適用しております。 

 

２．会計方針の変更 

 （収益認識に関する会計基準等の適用） 

   「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会 

  計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した履行義務を充足した時点で 

  、契約期間に対応した収益を認識することとしております。収益認識会計基準等の適用が計 

  算書類に与える影響はありません。 

 

３．貸借対照表等に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 ６百万円

(2) 保証債務等 

 下記会社の仕入債務について保証を行っております。 

   ＪＦＥ商事㈱ 154百万円

 上記の他、ＪＦＥエンジニアリング㈱に関し将来発生の可能性がある債務について 

保証を行っております。 

  当事業年度における保証限度額 421百万円
 
(3) 関係会社に対する短期金銭債権 714,285百万円

  関係会社に対する長期金銭債権 1,138,066百万円

  関係会社に対する短期金銭債務 225,864百万円

 

４．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 営業収益 62,219百万円

 営業費用 902百万円

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

   普通株式 38,497,686株

    (注) 株式給付信託に係る信託口が保有する当社株式542,300株が、上記自己株式に含まれております。 
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６．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損等によるものであり、 

評価性引当額を控除しております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額 1,793円10銭

  １株当たり当期純利益 85円84銭
(注) 株式給付信託に係る信託口が保有する当社株式は、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益の 

   算定上、期末発行済株式数および期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

   当事業年度における１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、542千株で 

   あります。当事業年度における１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式 

   数は、548千株であります。  
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